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【町長】　－　【副町長】　－

町長公室　　 －秘書広聴課，企画政策課，町民協働課

総務部　－総務課，財政課，税務課

保健福祉部　－社会福祉課，長寿福祉課，こども課，保険課，健康増進課
　
生活経済部　－農業政策課，商工観光課，町民課，みどり環境課

都市建設部　－道路建設課，都市整備課，下水道課，水道課

【会計管理者】 －会計課

【教　育　長】 －

教 育 部　長　－学校教育課，生涯学習課，学校給食共同調理場

【議　　　 会】　－　議会事務局

【農業委員会】 －  農業委員会事務局

【消 　防 　長】　－

消 防 次 長　 －総務課，予防課，警防課
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　茨城県のほぼ中央に位置し，自然的な景観に恵まれた都
市近郊の田園都市。
　平成２７年５月には，町のシンボルでもある涸沼が，国際
的な条約であるラムサール条約湿地に登録された。
　また，北関東自動車道及び東関東自動車道の開通による
インターチェンジ周辺の大規模な工業団地の整備，医療・福
祉の拠点となる“やさしさのまち「桜の郷」”整備事業の推進
など，環境と調和を図りながら都市基盤整備を進めている。
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（人）

副議長
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公営企業一部事務組合加入事業
し尿　運動場　農業共済　退職手当
消防賞じゅつ金　交通共済　消防災
害補償　非常勤公務災害　市町村会
館管理　滞納処分等　ごみ　ごみ処
理広域化　老人福祉センター

法適用（上水　工水）
法非適用（公共下水
農業集落排水）

地域指定
都市開発（一部区
域）

茨城町（いばらきまち）
〒町章

〈 ＦＡＸ 〉

〈 Ｈ Ｐ 〉 http://www.town.ibaraki.lg.jp/
〈 ＴＥＬ 〉

類型

〈 住所 〉 東茨城郡茨城町大字小堤1080番地
029-292-1111

311-3192

029-292-6748

面積

ibarakit@town.ibaraki.ibaraki.jp
地方公共
団体コ－ド

121.58

〈e-mail〉

Ⅴ－２

法人番号 5000020083020
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地域おこし協力
隊

H28

５名の地域おこし協力隊員が，柔軟な
発想と新たな視点による内外への情
報発信や，地域事業への参画を行
い，地域力の向上を図りつつ，定住に
向け地域に密着した活動を積極的に
行う。
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涸沼ラムサール
条約登録関係事
業

H27
～

H28

涸沼の保全・再生，賢明な利用，交
流・学習を推進し，観光と地域振興を
図るため，茨城町を含む３市町等で組
織する「ラムサール条約登録湿地ひ
ぬまの会」を本年１月に設立。本会に
おいて，涸沼の魅力を発信し，地域の
活性化，観光振興，環境保全等を図
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〈主要課題〉
・人口減少への対応
・優良な企業の誘致活動の推進
・充実した教育と教育施設の整備
・生活習慣病の予防対策の強化
・安全で快適な生活環境の整備
・行政改革及び地方分権の確立・推進

〈特色ある行政〉
・涸沼ラムサール条約湿地登録に関する事業の推進
・ふるさと元気づくり推進事業の推進
・ＷＣＳ事業の推進
・集落営農組織及び認定農業者の支援

18.4 ％

②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

町内の小中学校において，タブレット
端末等を活用した新たな学びを推進
する。

％

1

89.5

％

（百万円）

か所公民館等
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名　　称 概　 算
事業費

＜主要施策等＞

か所

①主要施策実施状況

期間

体育館

集落支援員 H28

各集落の機能を維持し，活性化を図
るために，地区ごとに集落支援員を配
置し，各地区が直面している課題等を
分析したうえで，それぞれの地域の特
色を活かした取り組みを行う。


